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令和６年度～10 年度  



１ はじめに 

 

全国的に急速な少子高齢化・人口減少が進む中で、「地方分権」が進展するとともに、

「地方創生」の時代を迎え、これからの地方自治体には、特性・個性を生かした、生き

残るための取り組みを自ら考え、自ら実行していくことができる行財政力が一層強く求

められています。 

本町では、拡大する公共サービスの多様化や財政の硬直化など直面する課題に対応す

るため、平成 16 年に新行財政改革基本方針、行財政改革実施計画を策定し、本格的な行

財政改革に対する具体的な取組に着手しました。 

また、平成 20 年度には「上富良野町自治基本条例」を制定し、町民と行政が連携した

協働のまちづくりを積極的に進めてきたほか、最小限の資力（人員・財源）により将来

にわたって持続できる自主自律のまちづくりを進めるため、平成 22 年度から「町政運営

改善プラン」、平成 27 年度から「町政運営実践プラン」を策定し、町民や職員の参画意

識の向上、情報共有、協働体制の整備、参画機会の拡充を図る「地域協働の推進」、足腰

の強い財政構造を確立するため経常経費の効率化や自主財源の確保を推進する「健全財

政の維持」、組織機構の見直しや職員のスキルアップ、アウトソーシングの活用による

「行政運営の見直し」の３項目を柱とし、それぞれの分野ごとにおいて取り組むととも

に、定期的な検証のもと見直しを行いながら町政運営の効率化を図ってきました。 

 

国内の経済状況は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩や

かな回復が続くことが期待されていると報じられているものの、海外情勢や経済の不確

実性、原材料価格の上昇や円安の影響等によるエネルギー・食料価格の高騰、世界的な

金融引き締めに伴う影響等海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとな

っています。 

財源の多くが地方交付税などの依存財源で賄われている地方自治体にとっては、脆弱

な財政構造は依然として変わっておらず、一段と厳しい財政運営を強いられることから、

引き続き行財政改革の推進が重要不可欠なものであると言えます。 

 

本町においても、少子高齢化・人口減少は現実のものであり、社会構造や経済情勢の

変化による行政ニーズは、ますます増大・多様化していくことが見込まれ、さらに厳し

い行財政運営を迫られることが予想されます。 

 そのため、社会・経済情勢の変化に対応し、安定的かつ長期的な財政基盤を堅持する

とともに、より効果的で効率的な行政を執行していくためには、行財政運営全般につい

て常に点検・評価し、行財政改革を継続して進めていく必要があります。 

  



２ 町政運営推進プランの具体的事項 

 

①推進期間 

 町政運営推進プランの計画期間は、町の最上位計画である第６次総合計画に掲げる施

策を効率的・効果的に実現するため、第６次総合計画の後期基本計画に合わせ、令和６

年度から令和 10 年度までの５年間とし、１年単位での見直しを行い、情勢に応じた柔軟

性のある計画の推進に努めていきます。 

 

 

②取組みの項目 

自治基本条例や第６次総合計画に掲げる自主自律のまちづくりを継続して推進する

ために、町民と行政がつながり力を合わせる「協働のまちづくり」と、行政運営の安定

化・効率化のための「効果的な行財政運営」の２つの柱をベースとして重点的な項目を

設定します。 

 また、各取組みの項目による長期目標と年次目標を掲げることで、すべての職員の行

政運営に対する意識の醸成を図るものであります。 

 

 

③推進プランの推進体制 

 推進プランの着実な推進のため、課長会議の中にチェック機能を果たす推進体制を整

備し、進捗状況の管理と見直しを行っていきます。 

 また、１年単位でその進行状況をまとめ、公表していきます。 

 

年度当初 

推進プランの着実な進行のため、計画

期間の目標を定め、目標達成のための具

体的な取組と単年度ごとの目標を記載

します。 

 
 公 表  

各年度終了後にお

いて、ホームペー

ジを通じ公表しま

す。 

 

 

 

 

年 度 中 
単年の進行状況を、半期ごと(10 月及

び翌年４月)にチェックします。 
 

年 度 末 

単年における目標の達成状況をチェ

ックし、評価を行うとともに、課題を見

出し整理します。 

 

随  時 

(追加・修正等) 

 必要に応じて、推進内容(取組シート)

の追加や修正を行います。 
 

 


